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町税の内訳

民生費

衛生費

※人口は平成26年1月1日現在の人口（39,261人）で計算しています。
　地方交付税の計算に用いる人口（転出予定者を含む）を使っているため、
　広報でお知らせした人口とは異なります。

総務費

農林水産業費 消防費 その他

■
歳
出

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が
39
億

８
，
１
６
１
万
円
で
全
体
の
26
％
を
占
め
て
最

も
多
く
、
次
い
で
教
育
費
が
29
億
７
，
９
６
１

万
円（
19
・
５
％
）、
総
務
費
が
19
億
６
，
４
４

５
万
円（
12
・
８
％
）、
続
い
て
土
木
費（
12
・

８
％
）、
公
債
費（
７
％
）の
順
に
な
っ
て
い
ま

す
。

　

歳
出
総
額
を
、
平
成
26
年
１
月
１
日
現
在
の

人
口
３
９
，
２
６
１
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人

当
た
り
39
万
２
０
９
円
が
使
わ
れ
た
計
算
に
な

り
ま
す
。

　

次
の
ペ
ー
ジ
で
、
平
成
25
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

教育費

土木費 公債費

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
交
付
金

な
ど
は
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
で
し
ょ
う
。
平
成
25
年
度

決
算
に
つ
い
て
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
端
数
調
整
の
た
め
、
内
訳
と
グ
ラ
フ
の
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

161億9，466万円
平成25年度

一般会計

歳入
一般会計

歳出 （前年度比４億3,803万円増）
153億2，000万円

（前年度比４億6,477万円増）

平成25年度一般会計で町民一人当たりに

使われたお金　39万209円

その他の内訳

諸支出金　　　8億　420万円

商工費　　　　2億7,585万円

議会費　　　　1億2,820万円

労働費　　　　　　 471万円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）平成25年度末

借　金
（町債残高）平成25年度末

40億3,726万円

142億4,817万円

平成25年度町民一人当たり
に換算した町税収入

10万2,831円

36万2,909円

10万994円（円未満四捨五入）

民生費
39億8,161万円

26.0%

民生費
39億8,161万円

26.0%

土木費
19億6,195万円

12.8%

土木費
19億6,195万円

12.8%

公債費
10億7,538万円

7.0%

公債費
10億7,538万円

7.0%

総務費
19億6,445万円

12.8%

総務費
19億6,445万円

12.8%

教育費
29億7,961万円

19.5%

教育費
29億7,961万円

19.5%

衛生費
9億6,948万円

6.3%

衛生費
9億6,948万円

6.3%

問 

財
政
課　

財
政
係　

☎（
２
３
２
）２
１
１
１

　

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況

　

平
成
25
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
１
６
１
億
９
，
４
６
６
万
円
、
歳
出
が
１
５

３
億
２
，
０
０
０
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
く
と
８
億
７
，
４
６
６
万
円
の
黒
字
に

な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
１
億
２
，
２
９
６
万

円
は
平
成
26
年
度
に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
費

に
充
て
る
た
め
、
実
際
は
７
億
５
，
１
７
０
万

円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ
る
基
金

は
２
億
８
，
０
８
４
万
円
増
加
し
て
40
億
３
，

７
２
６
万
円
に
な
り
ま
し
た
が
、
借
金
で
あ
る

町
債
は
大
型
の
事
業
も
あ
り
、
21
億
７
，
２
６

２
万
円
増
加
し
て
１
４
２
億
４
，
８
１
７
万
円

に
な
り
ま
し
た
。

■
歳
入

　

歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確

保
す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依
存
財
源
」
に
分

け
ら
れ
ま
す
。

　
「
自
主
財
源
」
は
全
体
の
51
・
８
％
で
、
主

な
も
の
は
町
税
63
億
３
，
４
０
７
万
円
、
繰
越

金
９
億
１
３
９
万
円
、
財
産
収
入
３
億
５
，
１

９
０
万
円
な
ど
で
す
。

　
「
依
存
財
源
」
は
全
体
の
48
・
２
％
で
、
町

債
30
億
８
，
８
２
０
万
円
、
国
庫
支
出
金
23
億

４
，
６
５
４
万
円
、
県
支
出
金
11
億
８
，
７
５

１
万
円
、
地
方
交
付
税
５
億
５
，
０
８
６
万
円

な
ど
で
す
。

町民一人当たり

町民一人当たり

その他（依存財源）の内訳

地方特例交付金　　　　　　 3,151万円
自動車取得税交付金　　　　 1,847万円
ゴルフ場利用税交付金　　　 1,646万円
交通安全対策特別交付金　　　 987万円
利子割交付金　　　　　　　　 902万円
配当割交付金　　　　　　　　 877万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 307万円
株式等譲渡所得割交付金　　　 181万円

その他（自主財源）の内訳

諸収入　　　　　　6,536万円

寄附金　　　　　　　277万円

町税
63億3,407万円

39.1%

町税
63億3,407万円

39.1%

地方交付税
5億5,086万円
3.4%

町債
30億8,820万円

19.1%

町債
30億8,820万円

19.1%

県支出金
11億8,751万円

7.3%

県支出金
11億8,751万円

7.3%

地方譲与税
1億7,580万円
1.1%

地方消費税交付金
3億5,684万円
2.2%

国庫支出金
23億4,654万円

14.5%

その他（依存財源）
9,898万円
0.6%

その他（自主財源）
6,813万円
0.4%

繰越金
9億139万円
5.6%

繰越金
9億139万円
5.6%

使用料・手数料
1億4,424万円
0.9%

財産収入
3億5,190万円
2.2%

分担金・負担金
3億2,669万円
2.0%

繰入金
2億6,351万円
1.6%

自主財源
83億8,993万円
 51.8%

自主財源
83億8,993万円
 51.8%

依存財源
78億473万円
48.2%

依存財源
78億473万円
48.2%

町の貯金と

貯　
（基金残

40億

1
町民町民一

平成25年度
換算

3

（町債残

142億
町民町民町民一

借　金
（町債残

※町税収入のうち、個人町民税と固定資産税（土地・家屋）
を人口で割ったものです。

消防費
5億8,125万円

3.8%
農林水産業費
5億9,331万円

3.9%

その他
12億1,296万円

7.9%

５０，０３５円５０，０３５円

２４，６９３円２４，６９３円

３０，８９５円３０，８９５円１５，１１２円

４９，９７２円４９，９７２円

１０１，４１４円１０１，４１４円

２７，３９１円

７５，８９２円７５，８９２円

１４，８０５円

固定資産税 　　　37億　　7万円58.4%
　　うち土地 　　 8億2,194万円
　　うち家屋 　　13億3,549万円
　　うち償却資産 15億1,125万円
　　うち交付金 　　　 3,139万円
個人町民税 　　　18億　769万円28.5%
法人町民税 　　　 4億　427万円 6.4%
町たばこ税 　　　 3億4,213万円 5.4%
軽自動車税 　　　　　 7,991万円 1.3%

決算

（

1
町町

借
（

(　　　　　　　　　)
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整
備
な
ど
に
７
，
０
３
５
万
円
を
支
出

ま
し
た
。

•
防
災
行
政
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
更
新
整
備

工
事
費
と
し
て
２
億
５
４
９
万
円
を
支

出
し
ま
し
た
。

　

諸
支
出
金

•
菊
陽
町
土
地
開
発
公
社
の
解
散
に
伴
う

債
務
補
償
費
と
し
て
、
８
億
４
２
０
万

円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　

商
工
費

•
商
工
・
観
光
振
興
に
３
，
９
８
４
万
円
、

企
業
誘
致
対
策
に
２
億
３
，
６
０
１
万

円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　　

民
生
費

•
社
会
福
祉
、
老
人
福
祉
、
障
が
い
者
福

祉
、
児
童
福
祉
、
児
童
手
当
、
ひ
と
り

親
家
庭
・
寡
婦
対
策
、
保
育
所（
私
立

を
含
む
）の
運
営
な
ど
に
31
億
７
，
５

７
９
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

•
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
２
億
２
８

３
万
円
、
介
護
保
険
特
別
会
計
へ
２
億

７
，
０
９
７
万
円
を
繰
り
出
し
、
後
期

高
齢
者
医
療
対
策
と
し
て
、
菊
池
広
域

連
合
へ
の
負
担
金
と
特
別
会
計
へ
の
繰

出
金
を
合
わ
せ
て
３
億
３
，
２
０
２
万

円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　

教
育
費

•
菊
陽
中
部
小
学
校
改
築
事
業
や
菊
陽
中

学
校
増
築
・
改

修
事
業
な
ど
の

各
小
中
学
校
の

施
設
整
備
、
外

国
青
年
招
致
事

業
、
幼
児
教
育

な
ど
に
27
億
１
，

４
６
６
万
円
を

支
出
し
ま
し
た
。

•
図
書
館
や
生
涯
学
習
施
設
の
運
営
、
生

涯
学
習
、
青
少
年
育
成
、
文
化
振
興
、

人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進
、
社
会
体
育

　

に
２
億
６
，
４
９
５
万
円
を
支
出
し
ま

し
た
。

　

総
務
費

•
各
地
区
施
設（
放
送
施
設
、
街
灯
な
ど
）

　

の
整
備
、
交
通
安
全
対
策
、
防
犯
灯
の

設
置
、
町
内
巡
回

バ
ス
の
運
行
、
電

算
シ
ス
テ
ム
の
運

用
、
基
金
の
積
み

立
て
、
土
地
取
得

特
別
会
計
へ
の
繰

出
金
な
ど
に
17
億

３
，
２
６
７
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。

•
光
の
森
町
民
セ
ン
タ
ー
の
建
設
に
２
億

３
，
１
７
８
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

　

土
木
費

•
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
７
億
８
，

１
１
３
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に

４
億
６
，
２
６
７
万
円
、
鼻
ぐ
り
井
手

公
園
用
地
を
購
入
す
る
た
め
土
地
購
入

費
と
し
て
１
億
４
，
５
７
０
万
円
を
支

出
し
、
下
水
道
事
業
会
計
へ
公
共
分
と

し
て
４
億
２
，
０
７
４
万
円
を
繰
り
出

し
ま
し
た
。

•
町
営
光
団
地
の
建
築
工
事
費
と
し
て
、

１
億
５
，
１
７
０
万
円
を
支
出
し
ま
し

た
。

　

衛
生
費

•
保
健
衛
生
対
策
と
し
て
子
ど
も
医
療
費

助
成
、
予
防
接

種
な
ど
、
保
健

事
業
と
し
て
健

康
相
談
、
集
団

検
診
な
ど
、
環

境
衛
生
や
清
掃

費
な
ど
に
７
億

１
，
７
６
９
万

円
を
支
出
し
ま

し
た
。

•
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池
環
境

保
全
組
合
に
２
億
１
，
５
５
９
万
円
を

支
出
し
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て

菊
池
広
域
連
合
に
３
，
６
２
０
万
円
を

支
出
し
ま
し
た
。

　

農
林
水
産
業
費

•
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
５
億
３
，

２
０
３
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

•
下
水
道
事
業
会
計
へ
農
業
集
落
排
水
分

と
し
て
６
，
１
２
８
万
円
を
繰
り
出
し

ま
し
た
。

　

消
防
費

•
菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
し
て
３

億
５
４
１
万
円
を
支
出
し
、
消
防
団
活

動
や
防
火
水
槽
、
各
地
区
消
防
施
設
の

　

平
成
25
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率
か
ら
地
方
公

共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の
様
子
を
と
ら

え
、
早
い
う
ち
か
ら
健
全
化
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

■
健
全
化
判
断
比
率

　

健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
〜
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
平
成
25
年
度
は
約
82
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　

い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
い
て
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率 

　

一
般
会
計
等（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）の

実
質
赤
字
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度

は
約
７
億
５
千
万
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ

た
た
め
、
実
質
赤
字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

と
公
営
企
業
会
計（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）

を
連
結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で
す
。
当

年
度
は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実
質
黒
字

で
あ
り
、
連
結
で
約
10
億
７
千
万
円
の
実

質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
そ
の
他
の
特
別
会

計
の
公
債
費
な
ど
を
加
え
た
実
質
的
な
公

債
費
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度
は

10
・
４
％
に
な
り
ま
し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　

地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

当
年
度
は
23
・
６
％
に
な
り
ま
し
た
。

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は
「早期健全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標
のうち、いずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団
体」とされ、財政再生計画を定めなければなりません。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったも
のです。

健全化判断比率 菊陽町 早期健全化基準 財政再生基準

健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経
営健全化団体」とされ、経営健全化計画を定めな
ければなりません。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」と
なったものです。

資金不足比率 菊陽町 経営健全化基準

下水道事業会計 20.00%

│

会計等の名称 健全化判断比率

連
結
実
質
赤
字
比
率 実

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

一般会計
等

公営事業
会計

公営企業
会計

一部事務
組合・広
域連合

資金不足比率

実
質
赤
字
比
率

一般会計

土地取得特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

下水道事業会計

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

特別会計 　一般会計の他、４つの特別会計の決算
は次のとおりです。

土地取得特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

■資金不足比率
　公営企業の資金不足を料金収入などの規
模と比較したものです。下水道事業会計は
実質黒字になったため、資金不足比率はあ
りません。

平
成
25
年
度
の
主
な
事
業
内
容

❶実質赤字比率

❷連結実質赤字比率

❸実質公債費比率

❹将来負担比率

│
│

10.4%

23.6%

13.70%

18.70%

25.0%

350.0%

20.00%

30.00%

35.0%

監査委員の審査意見
　本町監査委員から決算などの審査の結果、
「審査に付された各指標と算定の基礎とな
る事項を記載した書類は、審査を行った範
囲では、いずれも適正に作成されているも
のと認められる。また今回審査した各指標
を見る限り、本町の財政状況は健全段階に
あるといえる」と意見がありました。

※千円以下切り捨て

歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出

3億1,937万円
3億1,937万円
37億5,436万円
35億9,679万円
19億4,967万円
18億7,970万円
2億9,680万円
2億8,718万円


